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1 衆議院憲法調査会（2005）「衆議院憲法調査会報告書」。参議院憲法調査会（2005）「参議院憲法調査会報告書」。
2 本論文では、法令における外国人という言葉を外国人登録法第 2 条における定義を用いて使用する。「外国人　
日本国憲法各草案における外国人の人権について





























登録法 第 2 条 この法律において「外国人」とは、日本の国籍を有しない者のうち、出入国管理及び難民認
定法（昭和26年政令第319号。以下「入管法」という。）の規定による仮上陸の許可、寄港地上陸の許可、通過
上陸の許可、乗員上陸の許可、緊急上陸の許可及び遭難による上陸の許可を受けた者以外の者をいう。」
3 朝日新聞（2020）1 月14日朝刊「麻生太郎氏「日本は 2 千年、一つの民族」政府方針と矛盾」。
4 例えば政府与党の国会議員の発言としては、中曽根康弘首相（1986）「知的水準発言」、山崎拓（1995）、鈴木
宗男（2001）、平沼赳夫（2001）、麻生太郎（2005）、伊吹文明（2007）、中山斉彬（2008）など。
5 法務省出入国在留管理庁（2019）「令和元年 6 月末現在における在留外国人数について（速報値）」（http://
www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00083.html）2020/3/30アクセス。　
表 1 国籍地域別在留外国人上位 5 カ国
国 名 人 数 全在留外国人に占める構成比 前年度からの増減
1 中国 786,241 （構成比27.8) （＋2.8)
2 韓国 451,543 （構成比16.0) （＋0.4)
3 ベトナム 371,755 （構成比13.1) （＋12.4)
4 フィリピン 277,409 （構成比9.8) （＋2.3)












2019年 6 月末、日本の在留外国人は250万人を超え過去最高となった。日本の総人口の約 2、つ








表 2 在留資格別在留外国人内訳上位 5 区分
在留資格 人 数 構成比 前年度からの増減
1 永住者 783,513 （構成比27.7) （＋1.5)
2 技能実習 367,709 （構成比13.0) （＋12.0)
3 留学 336,847 （構成比11.9) （－0.05)
4 特別永住者 317,849 （構成比11.2) （－1.1)
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外国人労働者計 223.1 33.4 3.1
専門的・技術的分野（特定技能を除く) 324.3 32.3 2.7
特定技能
身分に基づくもの 244.6 42.4 5.2
技能実習 156.9 26.7 1.5
留学（資格外活動)





労働者ユニオン書記長の本田は外国人労働者の実態として、1 契約書の不存在、2 長時間労働、3 賃





















11 International Convention on the Elimination of All Forms of Racial Discrimination（人種差別撤廃 NGO ネット
ワーク訳）（2018）『人種差別撤廃委員会 日本審査の総括所見』（https://imadr.net/wordpress/wp-content/
uploads/2018/10/51753d9d0d44c8694afb2d15192dc987.pdf）2020/3/30アクセス。

































































16 最高裁判所平成 7 年 2 月28日第 3 小法廷判決。最高裁判所民事判例集49巻 2 号639頁。
17 SWNCC (1946) State War Navy Coordinating Committee Decision Amending SWNCC 228 Reform of the
Japanese Governmental System.（https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/059/059tx.html）2020/3/30






























18 外務省訳（1946）16条を現代仮名遣いに修正。マッカーサー草案原文では「article xvi. aliens shall be entitled
to the equal protection of law.」と記載。
19 佐藤達夫（1994）『日本国憲法制定史』有斐閣、116頁。　
表 6 日本が批准していない外国人に関する国際人権条約




































憲法改正案発表団体 改憲案名 発表年 外国人に関する規定




自由民主党 日本国憲法改正草案 2012 なし































































































27 ゲンロン憲法委員会（2012）「新日本国憲法ゲンロン草案」『日本2.0 思想地図 b vol. 3 単行本』106141頁。
















び書籍の出版を行っている。2012年に販売された書籍『日本2.0 思想地図 b vol. 3』において、楠正
憲、境誠良、白田秀彰、西田亮介、東浩紀らのゲンロン憲法委員会によって、憲法草案が提示され、




























































































































































































渡辺治（2005）「改憲の背景と憲法問題をめぐる現局面をどう見るか」月刊全労連2005年 5 月号 825頁。
